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第 47回定時株主総会 質疑応答要旨 

 
2026 年 6月 26 日開催の当社第 47回定時株主総会における主な質疑応答要旨をご紹介い

たします。なお、ご理解いただきやすいように表現の変更や加筆・修正を行い、補足説明を

追記しております。 

 

Ｑ： 食品事業で減損損失を計上したことで将来の費用負担を軽減することになるとの説

明があった。食品事業の業績改善に向けたロードマップを教えてほしい。 

Ａ： 今回の減損損失は、食品部門の収益性が当社の想定を下回る状況が続いたことを受

け、資産価値を慎重に評価・見直した結果であり、経営陣として重く受け止めてお

ります。当社はこの減損を単なる会計上の処理に留めず、食品部門を再生し、将来

に向けた成長軌道に乗せるための出発点であると位置づけております。 

前期は子会社の売却により財務面の改善を図り、有利子負債の圧縮を進めることが

できました。その結果、減損を実施した後であっても自己資本比率は向上してお

り、本業の利益につきましても前期を上回る水準を確保しております。 

今後は、食品事業グループ全体で商品開発、生産体制、販売戦略、調達体制を見直

し、経営資源を有効に活用して収益の改善を図る方針です。 

（議長 代表取締役社長 東勤） 

 

Ｑ： 2024 年に９円から 12円に増やした配当を今回も維持したということで、株主とし

ては安心している。減損会計が今後の成長に繋がるという説明だったが、利益の状

況に合わせて株主への還元を増減させるのか、考えを教えて欲しい。 

Ａ： 当期は大きな減損損失を計上いたしましたが、営業利益は確保しております。当社

の配当政策におきましては、単年度の損益のみならず、財務状況、利益剰余金の水

準、今後の事業展開の資金需要等を総合的に勘案いたしまして、安定的な株主還元

を継続していくことを基本方針といたしておりますので、今回、従来通りの配当を

実施することといたしました。        （議長 代表取締役社長 東勤）  

 

Ｑ： 減損損失について、一括で 19 億円を計上しなければならなくなった理由について

教えてほしい。 

Ａ： 今回の減損損失の計上は、固定資産の減損に関する会計基準に照らし合わせた判断

でございます。具体的には、食品事業の収益性の低下が見込まれたことから、資産

の帳簿価額と将来のキャッシュ・フローの見積りを鑑みまして、監査法人と協議を

したうえで総合的に判断して決定いたしました。 

（専務取締役管理部部長 松久保稔） 
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Ｑ： いろいろなものが値上がりしており、原材料や資材等も高騰していると思うが、そ

れに対しての商品への価格転嫁の状況と販売戦略を教えてほしい。 

Ａ： 水産飼料は６月に製品全般の値上げを実施しました。主原料の価格はまだ上がる見

込みですので、状況次第ではもう一段の値上げを検討します。 

今後、製品の品質を落とさないようにしながら、これまで使用していない原料の活

用や配合の見直しなどによる原材料コストの低減を、研究・製造部門で協議しなが

ら進めています。       （常務取締役水産飼料本部本部長 出来正樹） 

食品はＮＢ商品、ＰＢ商品、ＯＥＭ商品それぞれで値上げの交渉行っており、一部

では値上げを開始しております。最終的に８月で完了する計画で進めています。 

海外向け販売の強化について取引先からいくつかお話を頂いておりますので、新商

品のアニマルフリー九州ラーメン２品を足掛かりとして進めていきたいと考えてお

ります。                    （（食品本部本部長 南竹浩一） 

 

Ｑ： 昨今は人財の確保が難しい状況であり、ＡＩの活用が必要不可欠だが、地方都市で

はＩＴ人財の確保自体が非常に難しくいと考えている。今後のＡＩの活用とＩＴ人

財の育成について教えてほしい。 

Ａ： 人材につきましては、外部からの補強を進めているところでございます。ＡＩの活

用につきましては、社内で活用委員会を立ち上げて、どのような分野で業務の効率

化を図ることができるか検討中でございます。  

（議長 代表取締役社長 東勤） 

日常の業務でＡＩを活用できる体制を模索しているところでございます。今年度は

ＡＩについて学ぶ社員研修を実施し、数名の社員については、ＩＴ人財としての育

成を検討をしております。まだ情報不足の面もございますので、一歩一歩技術を取

り入れて、業務改善に繋げたいと考えております。 

（専務取締役管理部部長 松久保稔） 

 

Ｑ： 昨年の株主総会でＰＢ商品と自社ブランド商品の販売比率を確認したところ、

「７：３」との回答だった。最近、自社ブランドの新商品が多数発売されているこ

とは認識しており、ＰＢ商品の受注の減少との説明もあった。現在のＰＢ商品と自

社ブランド商品の比率を教えてほしい。また、利益ベースの比率も併せて教えてほ

しい。 

Ａ： ＰＢ商品と自社ブランド商品の販売比率につきましては、自社ブランド商品の比率

を上げる取り組みを進めており、「７：３」の比率から若干改善しております。今
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後さらなる改善を目指して取り組みを進めているところでございます。 

 （補足説明）当期のＰＢ商品と自社ブランド商品の販売は、概ね 65：35 の比率と

なっております。利益ベースの比率につきましては、今後の営業活動への影響

が懸念されるため回答を控えさせていただきます。 

 （食品本部本部長 南竹浩一） 

 

Ｑ： 昨年の株主総会にて貸倒引当金に関する質問があり、「ヤンバル琉宮水産の業績が

厳しいため、餌となる配合飼料の見直し、適正価格での販売の徹底、販売ルートの

開拓、新規ワクチンの投入を実施して、経営を改善する」との回答があった。それ

から５ヶ月後にヤンバル琉宮水産を売却しているが、事業の継続を断念した理由は

なにか。 

Ａ： ７月に病気による大量斃死が発生し、事業継続は困難だと判断しました。 

（議長 代表取締役社長 東勤） 

 

Ｑ： ＤＯＥの導入についての考え方を教えてほしい。 

Ａ： ＤＯＥについて把握しておりませんでした。 

（補足説明）当期のＤＯＥ（株主資本配当率）は、1.28％。ＤＯＥを目安とした配

当方針への移行は現在のところ予定しておりません。 

（専務取締役管理部部長 松久保稔） 

 

Ｑ： 補欠の監査等委員である取締役に対するＤ＆Ｏ保険（役員責任賠償保険）はどうな

るのか。 

Ａ： 補欠の監査等委員である取締役にはＤ＆Ｏ保険を掛けておりません。 

（専務取締役管理部部長 松久保稔） 

 

以上 


